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第１ 業務・システムの概要

登記業務は ，主 と し て ，不動産の現況 と権利関係を公簿に登載して公

示する こ とに よ り ，不動産取引の安全と円滑を図るための 「不動産登記制

度 」 と ， 会社その他の法人等について一定の事項を公簿に登載して公示

する こ と に よ り ， 当該法人等の存在を明 らかに し ，取引の安全を図るため

の 「商業 ・法人登記制度 」 とに関する業務からなる。

不動産登記制度は，不動産取引の安全と円滑を図るため ，不動産の物

理的状態と権利関係を登記簿とい う国家が備えた帳簿 （公簿 ）に記載して

公示する制度である 。 この不動産登記制度に関する事務は ，各種の公共

事業や民間資本による不動産売買，不動産を担保とする金融取引並びに

個人の住宅需要などによる不動産取引を公示するものとして ，国民の権利

・ 義務を直接規律する と と も に ，我が国経済においてな く てはな らない制

度基盤であ り ，同時に，民事訴訟法，民事執行法，民事保全法，破産法，

民事再生法等に係 る登記を公示する こ と に よ っ て ，司法紛争の解決のた

めに重要な役割を担っている。

商業 ・法人登記制度は ，会社 ・法人や商人に関する一定の事項を商業

（ 法人 ） 登記簿に記載 し て公示 し ， 取引の安全 と会社等の信用維持に役

立てる制度である 。近年 ，会社の資金調達の迅速化や経営の合理化等の

要請を背景 と し た数次にわた る商法改正によ り ， 会社の組織変更や会社

の機関 ，株式 ，資本等に関する制度等の大幅見直 しが実施 され るな ど ，

会社の組織や内容を公示する登記制度が非常に重要になっている。

現行の登記情報システム （ 以下 「 現行システム 」 と い う 。 ） は ，法務局に

おける登記事務量の増加に起因する各種弊害 （謄抄本発行の遅滞，登記

簿の原簿を一般国民に閲覧させる こ とによる抜き取 り ，改ざん事件の発生

等 ）を除去し ，国民サービスのよ り一層の向上を図る抜本的な施策として ，

登記事務をコンピュータで処理するシステム （登記簿の登記事項を磁気デ

ィ ス クに移し替え （移行 ） ， こ の磁気デ ィ ス ク上の登記記録によ り登記事務

を処理するシステム ） と して開発されたものであ り ，昭和 ６ ３年 １ ０月の東京

法務局板橋出張所の不動産登記事務への導入を皮切 りに全国に展開し

ている。

平成 １ ６ 年 ７ 月 １日現在 ，不動産登記については全筆個数 （約 ２億 ７千

万筆個 ）の約 ７ ２％以上，商業 ・法人登記については全会社 ・法人数 （約 ３

５ ０万社 ）の約 ８ ５％以上の電子化を完了してお り ，商業 ・法人登記につい
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て は平成 １ ７年度までに ，不動産登記については平成 １ ９年度までに ，そ

れぞれ 「登記情報システム 」への移行を概ね完了させる こ と を目標に作業

を進めている。

と こ ろで ，上記のとお り ， これまでの電子化は，証明書発行業務の効率

化 ・迅速化及び登記簿の抜き取り ，改ざん等を防止するために，主に紙の

登記簿で扱 っ てい た登記情報 を磁気デ ィ ス ク に記録す る と い う も の で あ

る。

しかし ，情報処理技術の飛躍的発展とインターネッ トの爆発的普及等に

かんがみる と ， Ｉ Ｔ が もたらす メ リ ッ ト を国民 ・利用者が十分に享受できる も

の とする必要があ り ， また ，登記事務の一層の合理化を進めるためには ，

申請人側の申請手続や登記所側の審査手続の中からもできる限 り紙を排

除し ，法律的審査等の電子化になじ まない部分を除き ，登記手続全般に

ついて，よ り広範な電子化を図ることが必要不可欠である。

ま た ，現行シ ステムは ，導入後十数年が経過してい るが ， いわゆ る メ イ

ン フ レーム と呼ばれる当時の最も標準的なコンピ ュー タを利用して開発さ

れたものである 。 しかしながら ，その間の技術革新の結果， メ インフレーム

で構成されたシステムからオープンプラ ッ トフォームで構成されたシステム

へと普及の実態が大き くシフ ト し ，ハード ・ ソ フ ト と もオープン化 ・標準化が

進み，信頼性の向上も図られつつある。

そ こで ，法務省では ，現行システムの調査分析及び見直し後の登記情

報システム （ 以下 「次期システム 」 と い う 。 ） の外部仕様書作成に向けた整

理等を行 う な ど ， シ ス テ ムのオープン化に向け検討を行って き た と こ ろ で

ある。

この よ う な現状認識及び経緯を踏まえ ，登記業務 ・システムの最適化に

当たっては，登記制度にオンライン申請を導入し ，登記の特性を考慮しつ

つ，登記制度及び現行システムの全般を見直すこ とによ り ，①利用者の負

担軽減及び登記業務の簡素化 ・効率化，②利用者の利便性の向上，③登

記の迅速性 ・正確性の確保，④システムの安全性 ・信頼性の確保を図る と

と もに ，⑤ Ｒ Ｏ Ｉ （ 投資対効果／ Retu rn On Inve s tmen t） を高めるため ，シ

ステムの稼動に必要となる資源を最小化し ，システム運用経費の大幅な低

減等を実現することを基本理念としている。
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第２ 最適化の実施内容

登記業務 ・ シ ス テ ムについて ，以下の とお り ， オ ン ラ イ ン申請の導入を

契機 と し た業務の最適化及び現行システムの見直しに よ る最適化等を実

施する。

これによ り ，次期システムによる運用開始後のシステム運用経費につい

ては ，平成 １ ５年度に比して年間約 １ １ ０ 億円程度 （試算値 ）の節減が ， ま

た ，業務処理時間については ，全国の登記所がオン ラ イ ン申請手続が可

能な指定登記所に指定され ，登記申請及び登記事項証明書等の発行申

請におけるオンライン申請の割合が年間５割まで普及した場合には，延べ

約２ １ １万 ３ ， ０ ０ ０時間 （試算値 ）の短縮化が見込まれる。

１ オンライン申請の導入を契機とした業務の最適化

今日においては ， 目覚 ま し い技術革新の結果 ， ハー ド ・ ソ フ ト と も オ

ープン化 ，標準化が進みつつあるに もかかわらず ，現行システムは ，い

わゆ る メ イ ン フ レーム と呼ばれ る当時の最 も標準的な コ ン ピ ュー タ を利

用して開発されたものであるため ，現行システムに新たな情報処理技術

や安価なハー ド ・ ソ フ ト を 選択 し よ う と し て も活用で きない と い う 問題が

生じていた。

他方， これまでにおいても ，世界最高水準の高度情報通信ネッ ト ワー

クの形成，申請 ・届出等手続の電子化を始めとする行政の情報化 ・公共

分野におけ る情報通信技術の活用の推進等の政府全体の方針の下 ，

法務省においては ，①登記情報提供制度及び登記情報交換制度の導

入，②商業登記に基づく電子認証制度の新設，③債権譲渡登記オンラ

イ ン申請制度の導入 ，④電子署名及び認証業務に関する法律の制定

等を実現してきたところである。

そ こで ，登記情報システムの見直しに当たっては，業務の簡素化 ・効

率化 と 利用者の負担軽減 を実現 し ， 利用者の利便性の向上 を図 る た

め ，登記制度自体の見直しを行 う こ と と し ， これ までの登記所に書面を

提出してする申請 （書面申請 ） に加え ，オン ラ イ ンに よ る登記申請を平

オンライン申請手続の導成１ ６年度中には導入するこ と と している 。 この

入に当たっては ，既存の手続をそのま まオ ン ラ イ ン化す るのではな く ，

①申請人の利便性の向上 （登記所の開庁時間にかかわらず ，申請が可

能 ） ，②登記申請における受付順位の早期確保，③登記事務処理の迅
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速性 ・正確性の確保 （申請データの登記所によ る活用 ）等オン ラ イ ン申

請のメ リ ッ ト を最大限生かすほか，登記の真実性，信頼性の確保に配慮

しつつ ，オン ラ イ ン以外の方法によ り行われる申請 （従来の書面によ る

申請 ） も 含め ，登記制度の全般について ，次に掲げる最適化を実施す

る こ と とす る （ こ の最適化を実現するため ，後記 ２の 「 現行システムの見

直しによる最適化 」を併せて実施する。 ） 。

こ のために必要な不動産登記法を全面的に改正する法律案は，第 １

５ ９回国会において審議され ，平成 １ ６年 ６月 １ １日に法律第１ ２ ３号 と し

て成立し，この法律は，平成１ ７年 ３月施行予定である。

(1) 出頭主義の廃止

現行の不動産登記法 （以下 「現行法 」 とい う 。 ） においては，権利に

関する登記の申請に当たっては，当事者又はその代理人が登記所に

出頭してしなければならないとされている （現行法第２ ６条第１項 ）が ，

オン ラ イン申請を導入するこ とに伴い，従来の書面による申請につい

ても，当事者の出頭主義を廃止すること としている。

(2) 登記識別情報の創設

登記済証 （現行法第 ６ ０ 条第 １項 ，いわゆ る権利証 ） は ，登記が完

了 し た際に登記所か ら登記名義人に交付する書面であ り ， そ の後 ，

その登記名義人が登記を申請する場合において，登記手続上，本人

を確認するために登記所に提出しなければならない と されてお り ，登

記手続独自の本人確認手段 と し て位置付け ら れ る も の で あ る 。 し か

し ， こ の 登記済証は ， 書面の ま ま で はオ ン ラ イ ン に よ り 送信す る こ と

も ，交付する こ と もで きず ，オン ラ イ ン申請の導入と両立し得ないこ と

から ， これに代えて ，オン ラ イン申請においても利用可能な本人確認

ととしている。手段である登記識別情報の制度を導入するこ

(3) 登記完了証の創設

現行法においては ，登記完了時に登記済証を登記権利者に交付

するこ とによ り ，申請人が登記を完了したこ とを了知できる仕組みにも

な っ てい る 。 こ の よ う な仕組みは ， オ ン ラ イ ン申請の導入後におけ る

登記手続においても維持するこ とが相当である こ とか ら ，登記完了の

事実をオ ン ラ イ ン に よ り 証明す る機能を有す る登記完了証の制度を

設けること としている。



- 5 -

(4) 保証書制度の廃止

現行法においては，登記済証を添付できない場合に，所有権に関

する登記 （所有権の登記がある土地の合筆等 ，表示に関する登記に

あって所有権の登記がされる場合も同様である 。以下同じ 。 ） の申請

にあっては保証書の提出及び事前通知制度によ り ， ま た ， 所有権に

関する登記以外の登記の申請にあっては保証書の提出によ り ，登記

済証に代替する制度を採用している （ 現行法第 ４ ４条 ，第 ４ ４ 条 ノ ２ ，

第 ８ １条ノ ２第 ３項等 ） 。

し か し ， 保 証 書制度 につ い て は ， 匿 名性 の高 い現代社会 にお い

て ，将来にわたって有効に機能するかど う かは疑問であ り ， ま た ，保

証書の制度を悪用した不正登記申請事案が少なからず発生している

こ とから ，保証書制度は廃止するこ と と している 。同時に，申請人から

登記識別情報の提供がない場合の本人確認の手続について ，登記

官から登記名義人に事前通知を行う こ とを原則とし ，資格者代理人に

よる適切な本人確認情報の提供がある場合には ，登記官の判断によ

り ，事前通知を省略することができること としている。

(5) 表示に関する登記の申請における添付情報の要件の緩和

現行法においては，登記の申請書に添付書面として各種の書面を

提出す る必要が あ る が ， 一般に ， 書面は ， 原本 と そ の写 し が区別 さ

れ ， あ る事項を証明するために書面を提出する場合には ，原本を提

出するのが原則と されている 。 と こ ろで ，表示に関する登記の申請に

は，申請人の所有権を証する書面 （建築請負人又は敷地所有者の証

明書，固定資産税納付証明書等 ）等 ，図面以外の作成者が多岐にわ

た る添付書面を申請書に添付 し なければな ら ない場合があ る （ 現行

法第 ８ ０条第 ２項等 ） 。 このよ うな書面をオンラ イン登記申請に添付す

る もの と して ，原本である書面そのものが提出された場合と同程度の

証明力を求め る と すれば ， か な り の量の書面を電子化 し て写 し に相

当する情報を作成し ， かつ ， も と の書面の作成者の電子署名及び電

子証明書を付して行 う こ と とな る もの と思われるが ， この方法では，申

請人にとって相当の負担を強いること となる 。

そ こで ，表示に関する登記の申請をオンラ インに よって行 う場合の

添付書面の扱いについては，申請人又はその代理人が原本と相違な

い旨を明 らかに し た原本の写 しに相当する情報を添付情報 と し て提

供すれば足りる もの と し ，登記官は，申請受付後に調査権 （現行法第
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５ ０条 ） を行使して ，原本の提示を求め，写しの正確性と と もに原本の

存在及び成立並びにその内容を確認すること としている。

(6) 電磁的な登記簿等を前提とした法制度の改正

現行法は ，昭和 ６ ３ 年の改正法 （昭和 ６ ３ 年法律第 ８ １ 号 ） に よ り ，

電子情報処理組織に依る登記に関する特例を設け ，磁気デ ィ ス ク を

もって調製する登記簿の制度を創設した （現行法第４章ノ ２ ） 。

不動産登記の コ ン ピ ュー タ化の進ち ょ く は ， 平成 １ ６ 年 ７ 月 １ 日現

在 ，約 ７ ２％ と なってお り ，近い将来 ，すべての登記所の移行作業が

完了する予定である。

このよ う な状況を踏まえ ，現行法の規定を登記簿は磁気ディス クを

持って調製するこ とを前提とした規定に改め （本則化 ） ， これに伴って

以下の見直しを行った。

ア 共同担保目録を添付する制度の廃止

現行法においては，数個の不動産に関する権利を目的とする抵

当権の設定等の登記申請をす る場合には ，申請書に共同担保目

録を添付すること と されている （現行法第１ ２ ２条 ） 。

登記簿 を磁気デ ィ ス ク を も っ て調製す る こ と を 本則 とす る こ と に

伴い，登記申請に共同担保目録を添付する制度については，申請

人の負担を軽減する観点から，これを廃止する。

イ 地図等の開示制度の改正

現行法においては，登記所に備え付ける法律上の地図が紙であ

る こ と を前提 と し て ， その写 しの交付制度等を設けてい る （ 現行法

第 ２ １条 ） ため ，利用者の要望にかかわらず ，既に電磁的記録とな

った登記簿の情報を連携させて公開を図ることができない。

そ こで ，利用者の利便性の向上等の観点から ，座標値データ等

の電磁的記録その ものを地図 と し て位置付ける こ と がで き る よ う 規

定を改める と と もに ，その結果，地図に記録された事項の証明書を

電磁的記録から編集して出力し ，交付又は送付するこ とができる制

度に改め る こ と と し てい る 。 そ の他 ，登記所に備え付け られてい る

建物所在図等について も ，電磁的記録媒体に記録する こ とがで き

る制度とする。

(7) 予告登記制度の廃止

予告登記は，登記原因の無効又は取消しによる登記の抹消又は回
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復 の訴えの提起があ っ た場合において ， 新 たに取引に入ろ う と す る

善意の第三者を保護しよ う とする制度である。

し か し ， 予告登記には ， そ も そ も警告的な効力 しかな く ， か え っ て

執行妨害に利用される等の濫用が指摘されている こ とから ， これを廃

止する。

(8) 書面申請における添付情報の電子化

申請に添付すべき情報が当初から電磁的記録で作成されている場

合がある こ と を踏まえ ，書面申請においても ，当該電磁的に記録され

た情報の内容を記録した電磁的媒体を申請書に添付する こ とができ

るものとする。

(9) 不動産番号の創設

登記完了証等に ，申請のあった物件ご とに不動産番号を付すこ と

に よ り ， 申請人は ，当該物件の地番区域 ，地番又は家屋番号を記載

しなくても ，登記申請や証明書の交付を受けることを可能とする。

２ 現行システムの見直しによる最適化

現行システムは ，約 ５ ０ ０万ステップ以上の膨大なプログラム群からな

るシ ステムであ り ， ハー ド構成も メ イ ン フ レームを中核 と した大規模なも

のである こ とか ら ， シ ステムの最適化を図 り ， レガシーシステムからの脱

却を図る必要がある 。 これ まで も ， その前提条件を整備すべ く ，①専用

端末装置の汎用パソ コ ンへの切替え ，②専用印刷装置の汎用プ リ ン タ

への切替え等を行い ，それ らに関する開発等の調達については ，一般

競争入札手続によって実施してきた。

平成 １ ５ 年度については ，刷新可能性調査の結果等を踏まえ ，登記

情報システムの見直しに係る基本設計の調達を一般競争入札によって

実施 し た と こ ろ で あ るが ，本基本設計においては ， セ キ ュ リ テ ィ や現行

システムの信頼性の確保に配慮しつつ，業務及びシステムの効率化， メ

インフレームで構成されたシステムからオープンプラッ ト フォームで構成

されたシステムへの転換といった現行システムの基本構造に係る見直し

を実施すること としている。

引き続き ，平成 １ ６年度においては ，基本設計を踏まえ ，詳細設計の

調達を行 う予定であるが ，次期システムについては，次に掲げる最適化

を実施すること とする 。



- 8 -

(1) システムの全体構成のオープン化・集中化

現行システムは ，原則 と し て各登記所にコンピ ュー タシ ステムを設

置し ，当該登記所における登記業務を独立 ・完結的に処理する分散

処理方式を採用してお り ，現在 ，約 ４ ０ ０箇所にコンピュータシステム

を設置している と こ ろ ，情報処理技術の進展等 ，情報システムを取 り

巻く環境の変化を踏まえ，これを集中化するものとする。

集中化に当たっては ，国民の経済活動の基盤となっている登記制

度の重要性を踏まえ ，登記データの ト ラ ンザクシ ョ ン量及び自然災害

時における影響範囲の局所化並びにオープン系のサーバに切り替え

た場合の障害時の リ ス ク等を総合的に勘案する と と もに ，現行システ

ムから次期システムへの移行の信頼性，安定性及び業務代行が発生

し た場合の代行範囲 と代行準備及び復旧 （ 切 り 戻 し ） 時間の影響が

社会 ，経済に与え る リ ス ク 等 を考慮 し ， 次の方式を採用する こ と と す

る。

すなわち，まず各登記所のシステムを メ インフレームのまま ，平成 １

８年度 （ ２ ０ ０ ６年度 ） までに各法務局 ・地方法務局のバックアップセン

ター ５ ０ 箇所に集中 させ ， そ し て ，次期シ ステ ムへの移行が可能 と な

る平成 ２ ０年度から各バッ クア ップセン ター単位でオープン系サーバ

への移行を行うこと とする 。

また ， ５ ０ 箇所への集中化を図った後 ，その運用状況等を踏まえ ，

更な る集中 （ 以下 「 再集中 」 と い う 。 ） も 視野に入れた検討を行 う 。 再

集中を可能とするため ，次期システムにおいては ，システムの物理的

な配置の影響を極力排除する方式 （Ｗ Ｅ Ｂサービス等 ） ，他の登記所

において登記業務処理を可能とする方式，共同担保目録の一元管理

等及びその処理を可能 とす る方式等を実現で き る シ ス テム環境 とす

る 。ただし ，具体的な実現には，制度，運用等の問題点を検討する必

要がある。

(2) データ保全システム（業務代行システム）等の整備

国民 ・企業の社会 ・経済活動における登記の重要性にかんがみ ，

集中シ ステ ムに障害が発生 した場合であって も ，登記業務を可能な

限り中断させないよ う ，業務代行を行 う機能を有するものと して ，デー

タ保全システム （ 業務代行システム ） を全国 ２箇所程度に分散して設

置し ，全国の登記ファ イルをバッ クア ップできる保全ファイルを設け ，
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ネ ッ ト ワーク化を図る 。 このシステムは，施設の有効活用の観点から ，

既存の施設内に併設する。

また ，登記フ ァ イルの保全に万全を期すため，データ保全システム

を設置した施設に更新情報保全システムを併設し ，そこに ，それぞれ

データ保全シ ステ ムでデー タ を保全 してい る法務局 ・ 地方法務局以

外の局分の更新情報をバ ッ ク ア ップデータ と し て蓄積する 。 これ らの

システムでは ，可能な限 り地域が異なる局のバ ッ ク ア ップデータを保

全できる方法を採る。

(3) ハードウェア・ソフトウェア構成のオープン化・汎用化

ハー ド ウ ェ ア ・ ソ フ ト ウ ェ アについては ，信頼性が高 く ，かつ ，オー

プン性の高いものとし ，主に次に掲げる最適化を実施すること とする 。

ア ハードウェア構成

登記事務処理を行 う ため のシ ス テ ムは ， 特定 メ ー カーに依存 し

ないオープン性の高い （国際標準又は業界標準 ） オープンサーバ

を利用して構築するものとする。

イ ソフトウェア構成

登記事務処理を行 うためのシステムをオープンサーバとする こ と

か ら ， メ イ ン フ レーム コン ピ ュー タにおいてネ ッ ト ワー ク型データベ

ースを構築している現行システム上の磁気ディス ク登記簿は，その

ままの形で利用することができない。

そ こ で ， 次期 シ ス テ ム では ， オープ ンサーバ用のデー タベー ス

形式へ変換する必要がある 。 この場合 ，現時点では ， リ レーシ ョナ

ルデー タベー ス ， オ ブ ジ ェ ク ト デー タベー ス ， Ｘ Ｍ Ｌ デー タベー ス

等が考え られ るが ，次期シ ステムにおいては ，デー タベース ソ フ ト

の動向に留意しつつ ，構築する時点において最新で ，かつ ，ハー

ド環境や周辺技術の変化に柔軟な対応が可能なものとする。

(4) 登記業務処理システムの最適化

次期システムにおいて，オープンシステム化を図るこ と等によ り ，主

に次に掲げる最適化を実施すること とする 。

ア 登記申請事件処理の効率化

登記申請事件は ， 「 受付 」 ， 「 調査 」 ， 「 記入 」 ， 「 校合 」 と い っ た

過程を経て処理されているが ，オンライン申請においては，受付業
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務の う ち ，登記申請に係る物件を特定し ，当該物件にキーロ ッ クを

施 す処理に代 え て ， 申 請デー タ を 活用 し て受付業務 を自動化す

る 。 ま た ， 登記事項の記入処理に必要な情報について も ， 申請者

からオンラインで送信された申請データから抽出し ，記入業務の効

率化を図る。

イ 登記事項証明書等の発行業務の効率化

登記事項証明書等の発行業務についても ，オン ラ イン申請の導

入に よ り ， 申請に係 る物件の特定を申請データを活用 して発行す

ること とし ，処理の効率化を図る。

ウ 管轄転属処理機能等大量事件処理の効率化

甲登記所の管轄の一部が乙登記所の管轄に転属 し た場合 （ 現

行法第 １ ０条 ，商業登記規則第 １ １条 ） において行 う登記記録の移

送等のためのシステム上の処理については ，現行システムにおい

て三連休を必要とするほど時間を要する複雑かつ膨大な作業であ

る 。そ こで ， この管轄転属処理を ，データベースの構造を簡易化す

る等に よ り ， 簡易な処理で対応す る こ と を可能 とす る 。 そ の他 ，市

町村合併対応，登記所統廃合対応の機能等についても ，同様の効

率化を可能とする。

エ 共同担保目録の一元管理等

共同担保目録は，各登記所ごとに保管 ・管理されているため，複

数の登記所の管轄に属する不動産に設定 された共同担保につい

ては，それぞれの登記所ごとに共同担保目録を備える必要がある。

次期システムにおいては ，管轄を異にする共同担保目録の一元

管理等及びその処理を可能とする機能を実現する。

オ 各種通知処理のオンライン化

附録様式で規定されている通知書の うち ，他の登記所の管轄に

属する共同担保物件がある場合における自管轄物件の変更 （抹消

等 ）通知や本店移転登記の完了通知については ，システムで自動

作成 され る も のの ， 作成 された通知書は ，他の登記所に郵送 し て

い る 。 次期シ ス テ ムにおいては ，自動作成 されていない登記所間

の通知の作成を含めてオンラインによる自動送付を実現する。

カ 新たな行政サービスの実現

現行シ ス テ ムの見直 しに当た っ ては ， 以下のサービ ス を実現で

き る シ ス テ ム環境 とす る よ う ， 具体的な実現に向けて ，制度 ，運用

等の問題点を更に検討する。
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(ｱ) システムによる夜間・休日対応

近年の イ ン ターネ ッ ト に よ る サービ スの向上に よ り ， 行政に対

す る ニ ー ズ が 高 度化 し て い る こ と か ら ， 次 期 シ ス テ ム に お い て

は，これに対応する仕組みを実現する必要がある。

現在 ，登記情報提供システムについては ，従来 ，登記所の執

務時間内のみの運用と していた利用時間を平日に限って ２時間

延長す る 措 置 を 講 じ た と こ ろ で あ る が ， 次 期 シ ス テ ム に お い て

は，さらに，夜間 ・休日対応を可能とするシステムとする。

(ｲ) 登記情報の編集・加工による情報提供

登記情報は ，事業者等が保有する不動産関係情報や会社関

係情報と連携する こ とに よ って ，利用者に とって有用な情報とな

る 。 そ こ で ， 次期 シ ス テ ム においては ， 個人情報保護に十分配

慮しつつ ，登記情報を編集 ・ 加工 し て ，当該情報を利用者に提

供できる仕組みとする。

(ｳ) 登記情報交換処理における検索機能の強化

現行システムにおける登記情報交換処理においては，不動産

登記にあ っ ては物件一覧 ，商業 ・ 法人登記にあ っ ては会社 ・ 法

人等の一覧を表示する機能に加えて ，利用者の利便性を向上さ

せるため ，個人情報保護に十分配慮しつつ，検索機能を追加す

る。

(ｴ) 土地情報と建物情報との連携

次期システムにおいては ，土地から建物又は建物から土地の

検索を容易にす る等 ， 土地 と 建物の情報を関連付けて ， よ り 利

便性の高い情報を利用者に提供する仕組みとする。

(ｵ) 商業・法人登記における商号検索機能の充実・強化

次期システムにおいては， インターネッ ト等のネッ ト ワークを介

し て ，又は登記所内に端末を設置するな ど し て ，商号検索機能

を一般に提供すること とする 。

キ その他

現行シ ス テ ムにおけ る シ ス テ ム上の制限 （ 所在の地番 ，家屋番

号の文字数制限，付番の個数制限，持分の分母 ・分子の桁数制限

等）等を緩和すること とする 。

(5) 文字処理方式の標準化
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現行システムにおいて使用している文字コードは ，特定メーカー固

有の ものであ り ， シ ス テ ムのオープン化を図 るために ，文字 コー ド の

見直 し が必要不可欠であ る 。 そ こ で ， 汎用的な文字 コー ド体系での

処理が可能となるよ う見直すこと とする。

３ 国庫債務負担行為の活用

現行システムは ， メ イ ン フ レームを前提 と して構築された約 ５ ０ ０ 万 ス

テップ以上に及ぶ巨大なシステムであるため，次期システムの基本設計

を平成 １ ５年度に行い，詳細設計以降の開発を平成 １ ６年度から ４年間

で実施する予定であり ，経費も相当高額となる 。詳細設計以降について

も ，競争入札を行 う予定であるが ， これまでの単年度調達の方式による

と ，次年度以降の詳細設計，プログラ ミング ，運用テス ト等については，

当該業者 との随意契約 とな らざ る を得ない 。 この よ う な場合に ，次年度

以降の契約時に不当に高額請求されるケースがある と指摘されており ，

詳細設計の初年度において，複数年度にわたる開発を一括して入札に

付する こ とができれば ，開発全体を適正な価格で調達できる 。 また ，登

記特別会計の資金運用を安定的 ，計画的に行 うためにも ，開発経費を

事前に確定させておくことが望ましい。

そ こで ，複数年度にわたる開発を初年度に一括して行 う必要があ り ，

こ の た め ， 次 期 シ ス テ ム の 詳細設計以降の開発に係 る 調達 につ い て

は，平成１ ６年度予算において国庫債務負担行為が認められた。

４ 登記業務・システムの最適化による効果

登記業務 ・ シ ス テ ムについて ，上記の とお り ， オ ン ラ イ ン申請の導入

を契機 と し た業務の最適化及び現行システムの見直しに よ る最適化等

を実施するこ とによ り ，システム運用経費については，平成１ ５年度に比

し て年間約 １ １ ０ 億円程度 （ 試算値 ） の節減が ， ま た ， 業務処理時間に

ついては ，全国の登記所がオンラ イン申請手続が可能な指定登記所に

指定され ，登記申請及び登記事項証明書等の発行申請におけるオンラ

イン申請の割合が年間 ５割まで普及した と仮定して ，延べ約 ２ １ １万 ３ ，

０ ０ ０時間 （試算値 ）の短縮化が見込まれる。

ただし ，経費についての試算値である約 １ １ ０億円程度の減額は，現

行システムに関する レガシー見直しに よ り見込まれ る減額分であ り ， オ

ン ラ イ ン登記申請システムを登記事務をコンピ ュー タで処理するシステ
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ム を導入している登記所に展開するためには ，別途約 ２ ０億円程度 （試

算値 ）が必要となるものと見込まれる。

試算値は，申請事件の種類にかかわまた ，業務処理時間についての

らず，すべての事件についてオンライン申請がされるこ とを前提とし ，事

件の種類に応じて異なる処理時間を標準化した上で算出した概算であ

る 。 このため ，実際の効果は ，オン ラ イ ン申請の普及状況のみならず ，

今後の事件動向，さ らには ，オンライン申請がされる事件の種類やその

件数等により ，大き く変動する可能性が高い。
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第３ 最適化工程表

第４ 現行体系及び将来体系

別添のとおり 。

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度～2010年度 2011年度～

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度～平成22年度 平成23年度～

　　　　　▼不動産登記法の改正
　　　　　　　▼オンライン申請の導入

データ保全シス
テム等の整備

　　　　　　　　　バックアップセンター集中方式の適用

　　　　　　　　　　　　　　　　次期システム設計・開発・運用テスト等 　　次期システムへの移行

最適化計画

　　　　　　　　　　　データ保全システム等の運用

次期システムの
運用


